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【研究ノート】 

経済学的世界観の強さと限界 

――経済学における人間の行動前提の再考そして対応方向―― ＊ 

 

 

岡 部 光 明 
 

 

【要 約】 

 本稿では，経済学の近年における発展とその応用状況を概観するとともに，問題点，対応方向を考察し

た。その結果以下のことを主張した：（1）経済学は精緻化・体系化，新しい手法や概念の導入，他の隣接

学問領域との連携などが進み，大きな発展を遂げている（従来連携のなかったミクロ分析とマクロ分析の

理論的統合，制度設計など新分野への応用増大等）。（2）こうした発展の大きな理由は人間行動に関する比

較的単純な前提（人間は利己的な存在であるという仮定）にあり，その前提が経済学の論理の強さと他領

域への進出（経済学帝国主義）をもたらしている。（3）経済学研究者は分析結果をともすれば単純な政策

提言（効率性のために規制撤廃が必要という主張）に結びつける傾向があり，これが公共政策をゆがんだ

ものにするリスクがある。（4）現代経済学の限界を克服するには a）実際の政策運営に際しては効率性だ

けでなくより多くの側面（公平性，社会の安定性，文化的価値など）も加えて判断すること，b）伝統的な

経済社会観（市場か政府かという二分法）を越えた中間領域（コミュニティなど）の役割認識と分析を深

めること，c）従来の狭隘な前提を見直すこと（人間の利他主義性も考慮する，利潤最大化を目的としない

企業も認知するなど）によって現実的かつ実り多い学問的革命を目指すこと，の 3 点がとくに重要である。

そして（5）究極的には，個人の人間としての深化成長が社会の調和と発展に結びつくような思想ならびに

実践方法の構築が期待されるので，その線に沿った二つの試論を提示した。 

 

はじめに 

 経済学は，人間の日常生活に密着した側面を扱

う学問であると同時に，その分析手法のエレガン

スさ（数理的展開の容易さ）から社会科学の中で

中心的学問の一つとされてきた。しかし，ここ数

年来，経済学の評価に相当大きな疑問が提示され

ている。 

 一つには，米国における 2008 年の住宅バブル崩

壊が米国における金融溶解（financial meltdown）

とそれに続く世界的な金融危機が発生したにもか

かわらず，そうした状況に至る予想がほとんどで

きなかったこと，そしてその後の世界的経済危機

の対応においても適切な処方箋を提示することが

できないでいること，にある。 

 もう一つは，いまなお悲惨な爪あとを残してい

る東日本大震災が発生して以来，個人や各種民間

援助組織がいち早く被災現地に乗り込んで救援お

よび復興の活動を開始，このため伝統的な経済学

の理解（個人は利己主義的存在，市場か政府かと

いう二分法）から乖離した現実が目の前に展開し

ていることにある。 

 こうした新しい現実に直面すれば，経済学のあ

り方も当然再検討が迫られる。本稿は，とくに経

済分析における人間行動の前提が適切といえるか

どうかを中心に批判的検討を加えるとともに，問

題を克服する一つの方向を試論的に展開するもの

である。なお，本稿は旧稿（岡部 2009a, 2010）を

踏まえつつ，それを延長するものとして位置づけ

られる（したがって関連文献の詳細は旧稿を参照

されたい）。 
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 以下第 1 節では，近年（ここ 10～15 年）におけ

る経済学の潮流を巨視的にながめて簡単に解説す

る。第 2 節では，現代経済学が開拓した「強さ」

ないし有用性，ならびに「弱さ」ないし限界をい

くつかの例示をもとに指摘する。第 3 節では，現

代経済学の限界を克服するために重要と考えられ

ることを三つの要点として整理する。第 4 節では， 

経済学が現実性をもって発展をするための方向に

関して二つの新しい枠組みを試論的に提示する。

第 5 節は結語である。 

1．経済学の考え方と近年における展開 

 経済学とは，経済現象（モノやサービスの充足

状況）を個人のレベルと社会全体のレベルの両方

から研究する学問である。従来，経済学は，大別

してミクロ経済学とマクロ経済学から構成されて

いた。前者は，企業や家計といった個別（ミクロ）

経済主体の行動を分析するとともに，その結果，

社会全体の資源配分がどうなるかを探究する経済

学である。これに対して後者は，経済全体の動向

とそれが変動するメカニズムを明らかにすること

を中心課題とする研究領域であり，変動と安定化

の経済学ということができる。このような経済学

は，近年幾つかの特徴を持つものとなっている。 

1-1．マクロ経済学のミクロ的基礎付け 

 第 1 は，分析手法が異なることから従来ほとん

ど関連を持たなかったミクロ経済学とマクロ経済

学が理論上統合されたことである。つまり，マクロ

経済現象も人間（ミクロ）の行動動機をもとにして

出来上がった結果であると理解すること（マクロ

理論そのように構成する方法）である。これはマ

クロ経済学のミクロ的基礎付け（micro-foundation  

of macroeconomics），あるいはミクロ的に基礎付け

られたマクロ経済学と称されている。 

 これを見るため，米国の大学院で使われる標準

的なマクロ経済学の教科書（Blanchard and Fischer 

1989：48 ページ）を手にとってみると，出発点と

してまずミクロ経済主体（個人）の行動が次のよ

うに提示され，それから出発してマクロ理論を構

築する，という手順が採られている。すなわち，

個人の経済行動は，自分の効用（消費量によって

決定される満足の度合い）を最大化するという理

解である。 

 ここで，個人の効用Ｕｓは，今期の消費量ｃ1 に

よって決定される今期の効用ｕ1，来期の消費量ｃ2 

によって決定される来期の効用ｕ2（ただし将来の

効用であるため一定の割引率θで割り引いた値）， 

・・・の累計値（積分値）として定義され，それ

を最大化するように個人は行動する，という理解

がなされる。 

   

但し，そうした最大化行動は，一定の制約条件の

下でなされることを理論上組み入れる。すなわち，

消費額は無制限に大きくできるのではなく，一定

の制約条件が付くことを考慮する必要がある。こ

の教科書の場合には，それは下式のとおり「消費

額 cｔと純資産（aｔ）増加額の合計は，賃金収入 wｔ 

と財産収入（rｔaｔ）の合計額を越えることはでき

ない」という制約として考慮されている（これを

予算制約という）。 

   

各種政策の効果や制度変更の影響は，この定式化

に色々な変数を加えたかたちの分析でなされるわ

けである。 

 こうした分析の特徴は，第 1 に，自分の満足度

は自分の消費量だけによって左右される（自分の

消費量が減ると満足度も減少する，したがって望

ましくない）と前提されていることである。功利

主義ないし利己主義を前提しているといえる。第 

 2 に，それはあくまで分析のための「前提」にす

ぎないことである。分析の「結果」ではない点に

注意が必要である。つまり標準的な経済学では「自

分のものを他人に与えると自分の満足度は減少す

る」ことが前提されている。 

 ここでは，人間の利他主義的な行動（震災後に

多くみられたボランティア活動，金銭を寄付する
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図 1 

・お腹のすいた兄弟（双子Ａ，Ｂ）がいます

・大きなケーキが一つ与えられました

・ケーキを切るためにナイフが1本与えられました

問題： ケーキを公平に切り分けるルールは?

A B

■Incentive compatibility という概念

 

 

図 2 

「システム2」

・子供Ａは、ケーキを切る権利を持つ

A（切る権利） B（選ぶ権利）

・子供Ｂは、切られたケーキを選ぶ権利を持つ

 

行動など自分の時間や金銭を分け与える行動）は

当初から排除されており，人間のそうした側面は

視野に入れないかたちで理論が構成されている。

経済学は，発展してきたとはいえ人間については

あくまで利己主義的に行動する人間像をかたくな

に継承している。 

 こうした個人主義，そしてその利己主義行動を

前提として社会システムを捉えるのが現在の正統

派（main stream）経済学である。上記の例は個人

の消費行動に関するものであるが，それ以外の経

済主体，ことに経済のエンジンともいえる企業に

ついてもこの視点が貫徹される。すなわち，企業

を構成するのはすべて利己主義を前提とする利害

関係者である（株主，企業経営者，従業員はいず

れも自己利益を優先して行動する）という理解が

なされる。 

 まず企業の所有者は株主（個人）であり，株主

は自己利益のために株価最大化を目指して企業に

働きかける，とされる。一方，株主の委託を受け

て企業経営にあたる経営者は，株主利益を最大化

しようとするのではなく，経営者自身の利益を最

大化するように行動する，と前提される（井上・

加藤 2006）。つまり株主は委託者であり，経営者

はその代理人であるという理解（プリンシパル＝

エージェント理論の適用）がなされ，このため経

営者の自己利益追求行動が株主利益と一体化する

ような制度（例えば経営者の条件付き報酬制度等）

の追求が中心的研究課題となってきた。さらに，

従業員についても，その報酬は「成果主義」といっ

た個人主義的色彩の強い制度の重要性が強調され

る。企業をこのような自己利益最大化主体の集合

体であると捉えるのが主流派経済学である（後出

表 1 を参照）。 

1-2．ミクロ理論を基礎として分析対象を拡大 

 第 2 は，近年の経済学では，ミクロ理論を基礎

としてその分析対象を拡大してきていることであ

る。伝統的な変数である効用や利潤などのほか，

近年では情報の非対称性，インセンティブ，エー

ジェンシー・コストなど様々な新概念が導入され

る一方，戦略分析（ゲーム理論），契約分析，制度

設計などにおいてもミクロ分析の手法が大きな役

割を演じている。 

 ここでは，その例として人間の行動におけるイ

ンセンティブ（incentive）を重視する一つの分析

を述べておこう。インセンティブとは，誘因ある

いは人間の行動動機のことである。この概念は各

種の社会制度の設計で重要になっており，2007 年

度ノーベル経済学賞は「メカニズムデザイン」と

称されるこの新領域の研究者が受賞している。い

ま，インセンティブの重要性を示すため，incentive 

compatibility（動機整合性。誘因両立性と訳される

場合もある）という概念を説明しよう（図 1 参照）。 

 いま，お腹をすかせた二人の子供（双子の兄弟
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A，B）がいるとする。そして 1 つのケーキとナイ

フ 1 本が与えられ，ケーキを公平に分ける必要が

あるとする。この場合，母親はどのような方法（シ

ステム）を用いてケーキの配分を子供に任せるの

が良いだろうか。 

 一つのアイデアは，一人の子供 A がケーキを二

つに切り，切り分けたケーキの一方を彼が別の子

供 B に与える，というシステム（一人の子供が切

り分ける権利，および切り分けられたケーキを選

択する権利の二つの権利を独占保有するシステ

ム）である。こうすれば，彼はケーキを二等分す

るのでなく大小二つに切り分け，小さい方を別の

子供に与えようとするであろう（したがって二人

の間で公正が維持できない）。 

 これに対して別のアイデアがある。すなわち，

ケーキを切り分ける権利を子供 A に与える一方，

切り分けられたケーキを選択する権利を子供 B に

与える，というシステムである（図 2）。この場合，

明らかにケーキは当初から二等分されることが容

易に分かる。なぜなら，大小に切りわけた場合，

大きい一切れは選択権を持つ別の子供に取られて

しまい自分は小さい一切れしか取れなくなるので

そうした行動は採らないからである。したがって

望ましい（フェアな）結果をもたらす。この例は，

一般に制度ないしシステムを設計する場合，イン

センティブの側面を考慮することの大切さを示唆

している。 

 一般的に表現すれば，上例は私的動機の追及が

社会的に望ましい結果をもたらす状況が十分あり

うることを示している。このことは私的動機と制

度機能の整合性，すなわち各個人のインセンティ

ブが全体にとっての利益に合致するような行動が

保証される状況（incentive compatibility），と称さ

れている。ここでは，あくまで個人の利己性（私

的利益の追及）が前提されており，そうした個人

が合理的な行動をするという前提（個人主義的立

場）にたった議論がなされている。この点で従来

の経済学の前提を継承しており，分析はその延長

線上にある。 

 ただ，制度の有効性を考える上でこれは確かに

有用な視点を提供しており，色々な制度の設計に

利用されている。例えば，銀行監督当局による民

間銀行の検査頻度にこの発想が活かされている。

すなわち，経営状態が優良な銀行は，そうでない

銀行よりも検査項目を大幅に減らすとともに検

査周期も長くする扱いがなされている（金融庁 

2006）。こうすれば民間銀行は，監督当局による経

営検査の負担を減らすべく努力する（私的利益を

追求する）ので，その結果，社会的にも金融シス

テムの安定性が高まる（私的利益の追求が社会的

利益をもたらす）ことになる。また，インターネッ

トの設計においても，こうした動機整合性の発想

が活用されている。 

 なお，上記のインセンティブ論とは別に現在大

きな研究領域となっている契約理論においても，

一方の主体である依頼者（プリンシパル）は依頼

者自身の利得最大化を目標に行動する一方，もう

一方の主体である代理人（エージェント）は依頼

者の利益のために行動するのではなくあくまで代

理人自身の利得が最大になるように行動すること

（いずれの主体も利己主義が貫徹すること）が前

提とされている（Bolton and Dewatripont 2005）。

こうした点は，現代ミクロ経済分析のどの領域に

おいても共通している。 

 現代経済学の第 3 の特徴は，他の隣接学問領域

（心理学等）との連携，相互乗り入れが進んでい

ることである。例えば，2002 年のノーベル経済学

賞は，心理学と経済学を接合して行動経済学，実

験経済学という分野を開拓した研究者（米プリン

ストン大学のダニエル・カーネマン教授ら）に与

えられた。 

2．単純な前提を置くことの強さと問題点 

 経済学（正確にいえばその主流）は，人間行動

について上記のように比較的単純な前提（仮定）

をおくことによって成立している学問体系である。

そこには学問として論理的な強さがある。一方，

研究者が常に意識しているかどうかは別として，

問題点も潜んでいる。また経済学者が主張する政

策提言にも問題がある場合が少なくない。以下で

はこれらの点を検討しよう。 
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2-1．経済学の論理の強さ 

 経済学では，他の社会科学とは異なる三つの要

素が強調される。第 1 は「最大化」である。上記

のとおり「最大化行動をする合理的な個人」とい

うモデルを使って社会像を組み立てる。合理性を

前提としつつ選択を行うという，条件付き最大化

を基本要素として経済全体のイメージが組み立て

られている。第二は「均衡」概念の重視である。

経済モデルは，どのような理論であれ，物理学と

同様に均衡（ある変数の動きに影響を与える力が

釣り合ってその変数がもはや動かなくなった状

態）という概念の重要性を重視する。第三は「効

率性」である。効率性とは，一定の結果を得るう

えで投入が最小限になっていること，あるいは一

定の投入によって最大の結果を得ること（すなわ

ち無駄がないこと）を意味する。 

 経済学はこのような性格を持つため，物理学と

類似した側面を持つ（均衡，安定性，摩擦などの

概念は物理学の援用に他ならない）。そして分析技

術面では，数学的手法が有効に活用できる。とく

に「条件付き最大化・最小化」という定式化が有

用になる。すなわち，家計の場合は「予算制約の

下での効用最大化」，企業の場合は「所与の生産技

術（生産関数）の下での利潤最大化」を行動原理

とみなすので，こうした行動は，数学的にはラグ

ランジュの未定定数法を用いて解くことができる

（Hicks 1939）。このため，ミクロ経済分析におい

ては非常に早い段階から数学が多用されてきてい

る。 

 そして，経済活動の判断基準においては，比較

的理解しやすい効率性がとりわけ重視される。こ

れは市場機能を重視する点で論理的明快さを持つ。

この結果，政策提言においては，基本的に各種規

制の撤廃を主張することになる。また近年のミク

ロ分析は，制度設計のうえでは応用可能なケース

も数多い（上記の銀行監督方式等）。 

2-2．主流経済学に潜む問題点 

 一方，標準的な経済学は，いくつかの基本的な

問題点を持つ結果になっていることに留意する必

要がある。 

 第 1 に，経済学の手法的は応用可能性が比較的

高いので，従来経済学の領域外だと考えられてき

た知的領域にも進出し，経済以外の多くの領域を

も分析の対象として取り込んできたことである。

例えば，家族，差別，宗教といった社会学の領域，

あるいは法律，政治といった政治学の領域などに

も経済学的分析が適用されるようになっている

（この傾向は米シカゴ大学の経済学者に顕著であ

る）。まさに経済学帝国主義（economic imperialism： 

Lazear 2000）といわれるゆえんである。これは，

人間社会をバランスのとれた視点から理解すると

いう観点からは問題もあり，経済学者はその点を

自覚する必要がある。 

 第 2 に，経済学が便宜上前提している人間の行

動に関する仮定が，ともすれば人間の行動規範に

すり替えられている可能性（そう誤解されている

可能性）があることである。前提条件はあくまで

便宜的な仮定に過ぎない。そのことを忘れて（あ

るいは意識的に無視して）経済学の論理だけから

人間を理解しようとする傾向がみられる場合も少

なくない。経済学の観点からみた人間像は，一つ

の有用な視点であってもそれはあくまで人間の一

つの側面に焦点を絞った理解にすぎないことに留

意する必要がある。上記の家族，差別，宗教といっ

た人間の側面を単に経済的合理性の貫徹という視

点だけから理解するのは明らかに行き過ぎであろ

う。 

 第 3 に，上記 2 点の結末でもあるが，経済分析

の結果を経済政策に適用する場合，理論の誤用な

いし濫用が見られることである。経済学者による

通説的政策論は次のようなものになる。すなわち，

人間は各種の価格（商品価格，株価，賃金等）を

基準に行動するので，それらの価格が自由に形成

されるように市場取引の規制を全て撤廃すれば最

も望ましい結果（効率性）が得られる，という主

張である。市場による淘汰（優勝劣敗）が効率性

をもたらすのはほぼ自明である。 

 しかし，社会の目標は単に効率性だけではない。

それ以外の目標（例えば公平性），あるいは経済学

を越えた目標（社会の安定性，文化的価値，美徳
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表 1 経済学者による通説的政策論と広い視点に立った政策論（例示） 

 

 経済学者による通説的政策論 左記の問題点および広い視点に立った政策論 

農業政策 ・ 日本の食料品価格は国際的にみて著しく

高い（米はアメリカの 3 倍以上）。 

 

・ 日本の米輸入に対する高い関税を撤廃す

れば日本人の生活は豊かになる。 

・ 国民を消費者・生産者という視点（効率性）

だけから理解，それ以外の尺度（公平，安

全，文化等）を無視。 

・ 農地の非可逆性，食料安全保障の視点，水

田耕作が持つ文化なども考慮に入れる必

要。 

企業政策 ・ 企業の最終的保有者は株主であり，した

がって企業の価値は株式総額によって測

定できる。 

・ 株式売買はその主体や動機を問わず完全

に自由化すべき。 

・ 従業員を単なる生産要素の一つと位置づ

け，人格を備えた人間とみていない。 

 

・ 組織体と商品は同一視できない。企業は人

間の能力開発と成長の場，社会に広く貢献

する組織，という面の理解も必要。 

雇用・賃金政策 ・ 企業では，役員であれ一般従業員であれ受

取る報酬額によって勤労意欲が決定的に

左右される。 

 

・ 役員報酬には利益連動制を，一般従業員に

は能力主義・成果主義賃金制を導入すると

ともに，いつでも転職できる労働市場にす

べき。 

・ 組織として団結し強さを発揮するための

条件を無視。職場内格差，非正規従業員の

増加，一体感の後退，心の安定喪失などを

招来。 

・ 組織で働く意味としては，金銭や昇進以外

にも，能力開花，達成感，一体感，社会貢

献の感覚，などを考慮する必要。 

注） 1． 岡部（2009b：2 章 3 節）を拡充して新規に作成。 

 2． 通説的政策論の内容は，農業については野口（2007），企業について新井（2007），雇用・賃金については 

中谷（2000）の所説をそれぞれ援用した。 

（出典）岡部（2010）表 3。 

など）も考慮したうえで，政策は最終的に実施さ

れる必要がある。人間の行動を単に一面から理解

するのではなく，そして経済政策の目標を単に効

率性の観点だけから捉えるのではない視点が必要

である。経済学者にはいま少し謙虚さが期待され

る。この点に関する具体例として農業政策，企業

政策，雇用・賃金政策の場合は，表 1 を参照され

たい。 

3．問題克服のための三つの要点 

 主流経済学の上記のような問題点に対応ないし

克服するには，何が必要か。ここではとりわけ重

要なことを 3 つ指摘しておきたい。 

3-1．政策運営には多面的考慮が必要 

 第 1 は，経済学的分析を現実の政策に移すには，

多面的な考慮が不可欠であることである。標準的

な政策処方箋である「規制は基本的に全て撤廃せ

よ」という立論は，前記のとおり効率性中心の価

値判断に傾斜しすぎており，またあまりに単純で

ある。 

 例えば，2010 年秋の横浜における APEC（アジ

ア太平洋経済協力会議）以降，政府がやや唐突に

掲げている TPP（環太平洋戦略的経済連携協定）

への参加に対しては，経済学者は同調して「日本

は開国すべし」という反応ないし主張をしている。

TPP については，まず多くの論者がその具体的内

容を正確に把握したうえで議論をしているように

はみえない（鈴木 2011, 中野 2011）。そして，そ

もそも国際貿易において日本が閉鎖的である（開

国を要するかどうか）という議論は，事実の的確

な認識を欠いている。例えば，日本の平均関税率

は世界中でも最も低い国の一つに属する。また日

本の食糧自給率が約 40％と主要国中でも稀有の

低さになっていることは食料品輸入の（閉鎖性ど
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ころか）開放性を示している。 

 TPP のポイントの一つであるコメの高い関税率

を引き下げ，それに伴って輸入を増やせば国内米

価が低下するなど消費者にとって望ましい効果が

あること（一種の効率性向上）を理由に TPP を推

進しようという主張はあまりに一面的にすぎる。

数少ない高関税品目のコメの関税がなくなれば，

水田とともに地域が崩壊するなど，その影響は農

業だけでなく社会全体に及ぶ（鈴木 2011）可能性

があり，わが国の安全上必要な規制や固有の慣

習・文化まで放棄することを迫られるかもしれな

い（中野 2011）。このように，農業政策（特にコ

メ政策）においては効率性以外の価値尺度，すな

わち食糧安全保障，水田耕作が持つ文化的意味な

どの「農業の多面的機能」，さらには農地の非可逆

性（水田をひとたび住宅地にしてしまうと再び水

田に戻すのは事実上できないこと）なども考慮し

なければならない（岡部 2010）。そうした点も考

慮の上で政策を実行することこそが政府の国民に

対する責任である。 

3-2．中間的主体（第三主体）の重視 

 第 2 は，経済社会における中間的主体（第三主

体）を重視する必要があることである。伝統的な

経済社会観では，市場か政府かという二分法が基

礎となっていたが，近年ではその枠を越えた中間

領域が拡大するとともに現に重要性を増している。

そのあり方に関する研究を今後発展させる必要が

ある（図 3 を参照）。こうした第三主体の例として

は，NPO（非営利組織）・NGO（非政府組織），各

種コミュニティ（民とも官とも異なる公），公民連

携（public-private partnership, PPP）などがある。

社会におけるこうした新しい部門との接触やその

創設は，学際研究を特徴とする大学学部（例えば

慶應義塾大学 SFC）の性格に馴染むことがらであ

り，また研究上の得意分野になろう。 

 このような政府でもなく市場でもない民間セク

ター，すなわち各種のコミュニティ（自立した個

人のつながり）は，従来の「民」（私）とも「官」

とも異なる「公」である。これらの部門（あるい

は人間のこれら部門における活動）は，利己的と

いうよりも利他的な動機で，そして強制されてで

はなく自発的に関わることが多い点が特徴的であ

る。 

 そして，これらの主体が社会問題の解決に参画

すれば，問題解決という目標の達成がより確実化

する。このことは，理論的には Tinbergen の原理

（政府が n 個の独立した政策目標を同時に達成す

るには，政府は n 個の独立した政策手段を保持し

ている必要があるという要請），および Mundell

の定理（各政策手段は，それが相対的に最も効果

を発揮する政策目標に割当られるべきであるとい

う命題）を援用することによって説明できる（岡

部 2006：55-56 ページ）。 

3-3．経済学における人間の行動前提の見直し 

 第 3 は，より根本的な課題であるが，経済学に

おける人間の行動前提を見直すとともに，その結

果を基礎として経済理論の再構築をする必要があ

ることである。 

 人間は，利己的側面を持つ一方，利他的側面を

 

図 3 経済学の従来の視野と今後望まれる視野 

 

(1) 経済学における従来の視野 
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市場 政府 

効率性 公平性 

分権    集権 

強制 

コミュニティ 

自発 利他 

利己 

人間的価値 

 
（出所）岡部（2009：図表 3）。 
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併せ持つ。人間のこうした側面（すなわち与える

喜び）は，古代から多くの賢者によって指摘され

てきたことであり（岡部 2009b），また東日本震災

後に多くのボランティアや各種ボランティア団体

が全国各地から被災地に出向き，支援復興活動を

活発に行ったことにも現れている。 

 経済学は，こうした人間の見逃せない本性の一

つの側面をも考慮して再構築する必要があるので

はないだろうか。著者はその萌芽的試みを行った

ことがある（岡部 2009a の付論）。その発想を技術

的にスケッチすると，伝統的な効用関数 

   

を下記のような効用関数で置き換えることになろ

う。 

   

つまり，個人の満足は自分自身が消費する財およ

びサービスの量だけではなく，自分以外の者が消

費する財およびサービスの量によっても規定され

る（満足度合いは単に前者が多いことによってだ

けでなく後者が多いことによっても高まる）と理

解できる。そして，ある個人の満足度合いは，自

分自身の満足の高さだけでなく，他の社会構成員

表 2 従来の企業とソーシャル・ビジネスの対比 

 

 従来の企業 ソーシャル・ビジネス 

人間の行動前提 ・ 人間は利己的な存在。 ・ 人間は利己的であると同時に利他心（同情心，慈

悲心）を併せ持つ 

企業の行動前提 ・ 利潤の追求。 ・ 個人的利益を追求する会社（営利企業），他者の利

益に専念する会社（ソーシャル・ビジネス），の二

種類が必要 

達成すべき社会目標 ・ 効率的な生産。 ・ 人類が苦しんできた社会・経済・環境の問題（飢

饉，ホームレス，病気，公害，教育不足等）の解決。 

企業の構造と行動 

（相違点） 

 

・ 利益を得ようとする人が企業

に資金を提供。 

 

・ 多くの人が資金だけでなく，創造力，人脈，技術，

人生経験を提供。 

 ・ 企業の所有者（株主）に配当金

の支払あり。 

・ 企業の所有者（出資者）への配当金支払はない（他

者の役に立つという喜びが報酬）。 

 ・ 投資活動は予想利益の多寡を

基準に決定。 

・ 投資活動は予想利益を基準にせず社会的目標の達

成度合いによって決定。 

 ・ 経営が悪化すれば株主は直ち

に持株を売却するので経営は

近視眼的になりやすい。 

・ 経営が一時的に悪化しても所有者は株式を手放さ

ないので長期的視点に立った経営が可能。 

（類似点） ・ 資本主義制度の中で運営。 

 

・ 同左。とくに（1）株式を発行して資金を調達，（2）

慈善団体のように寄付金には依存しない，（3）営

利企業と同様，経費を穴埋めできるだけの収益を

確保する。 

 ・ 自らのアイデアを実行に移す

野心的な起業家の存在を前提。

・ 同左。 

実例 ・ 世界中の圧倒的多数の企業。 ・ 2007 年にグラミン・ダノン（ヨーグルト製造会社）

をバングラデシュに創設。 

以後，飲料水，衣料品，医療などに関する会社を

仏，独，米の大手企業と合弁で相次いで設立。 

（注）ユヌス（2010）の記述をもとに筆者が整理して作成。 
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の満足が高まることによっても高まること（利他

主義）を表している。概念的にはこのように比較

的簡単に記述できるが，これを出発点とする分析

はおそらく理論的に容易な作業ではないであろう。

しかし，人間の本性を踏まえた経済学に向かうに

はこれに挑戦する必要がある。 

 個人の行動にこのような利他的側面があること

を考慮した場合，個人の集合体である企業につい

ても，従来の行動前提を見直す必要が生じる。事

実，2006 年度ノーベル平和賞受賞者であるムハマ

ド・ユヌスがそのようなモデルを提示している（ユ

ヌス 2010。表 2 を参照）。そのポイントは，人間

の行動動機には利己的動機以外に社会に貢献しよ

うとする動機があるので，それを明示的に考慮し

た二種類の組織体によって構成されるべきだとい

う点にある。具体的には，人間の利他的側面を考

慮すれば，企業としては営利企業（利益最大化を

目標とする組織）だけでなく，社会問題解決を目

的とする非営利企業組織の存在も制度的に許容す

る必要がある，という主張である。提案者はその

企業形態を「ソーシャル・ビジネス」と称してお

り，自身がその創設に鋭意取り組んでいる。そし

てソーシャル・ビジネスは，世界各地の経営者等

による共感と強力なサポートを得て急成長してお

り，今後の資本主義システムにとって一つの大き

な方向を示唆するものと感じられる（岡部 2011b）。 

4．新しい発展のための 2 つの試論 

 以下では，経済学が人間社会の現実に近い学問

として発展をするためにはどのような方向が可能

かを考え，それに関して二つの新しい枠組みを試

論的に提示する。 

4-1．経済理論の再構築：新しい経済モデルの提案 

 人間に関する従来の前提を上記のような前提に

置き換えた時に，個人および企業の行動はより正

確に捉えられることになる。したがって，今後の

経済学は従来と異なる上記のような前提で再構築

する必要があるのではないか。 

 そのような経済学の構造を素描すると，表 3 の

ようになる。すなわち第 1 に，個人の行動として

従来は自己の効用最大化が前提とされていたが，

自己の効用増大に加えて社会への貢献（受け取る

喜びだけでなく与える喜び）も追加して前提する

ことである。第 2 に，企業については，従来は営

利企業（利潤最大化を目的として行動する企業）

だけを前提していたが，企業を 2 類型化し，営利

企業（便宜上 A 型企業と呼ぶ）と非営利企業（前

述した社会問題解決を目的とする企業。便宜上 B

型企業と呼ぶ）の 2 つのタイプを導入することで

ある。こうした二つの新しい前提のもとに経済の

仕組みとその運行の帰結を考えるならば，従来の

経済学は革新し，より現実的かつ実り多い示唆を

与えるものになる可能性があろう（1）。 

 

表 3 従来の経済学と新しい経済学（提案）の対比 

 

 単純な人間行動を前提とする 

従来の経済学 

人間の本性に見合った行動を前提とする 

新しい経済学 

個人 ・行動目標は自己の効用最大化 ・行動目標は自己の効用増大および社会への貢献 

 

企業 ・企業のタイプは 1 種類。 

・企業：目標は利潤最大化 

・企業のタイプは 2 種類。 

・A 型企業：目標は利潤最大化 

・B 型企業：目標は社会問題の解決（ただし収支均等 

という制約条件付き） 

（注）筆者作成。 
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 このような経済モデルは，社会問題の解決に国

家が大きな役割を果たす北欧型経済モデルとも相

当異なる。なぜなら，ここでは従来よりも拡張し

た性格の市場システムを前提しており，市場外シ

ステム（政府）の拡張という発想によるものでは

ないからである。 

 このような前提をおいた新しい経済システムは，

どのような運行を示すだろうか。それを解明する

には，近年多様化している各種分析手法のうちど

のような手法が利用できるか，またシステム運行

の判断基準としてどのような尺度を使うか，など

検討課題は当然非常に多い。理論上とくに解明す

る必要があるのは，こうしたシステムは一定の方

向を目指して動くのか（システム均衡の存在の是

非），またその行き先は従来型システムよりもより

望ましい状況であるといえるのか（均衡の最適性

の評価），という点である。これらの解明は経済学

研究者に対して魅力的な挑戦課題ということがで

き，その解決は容易であるまいが今後発展するこ

とが期待される。 

4-2．人間の自己成長と社会問題解決の関連づけ： 

もう一つの新しい視点 

 様々な社会問題を解決するには，市場ならびに

政府がそれぞれの機能を果たすことが必要である

ほか，前述した第 3 部門（コミュニティ）も近年

は重要な役割を演じるようになっている。また，

前節で論じたように，人間の行動動機を従来より

も幅広く捉えることによってそれに見合った経済

制度を構築することも検討されるべきである。 

 ただ，いずれの場合においても，人間社会にお

ける諸問題の解決は，究極的には個々の人間の行

動と努力によってなされることを想起する必要が

ある。すなわち，根本的には，個人が人間として

深化・成長して大きな力を発揮するとともに，そ

の結果として社会問題の解決や社会の発展がもた

らされるような視点，理論，そして実践方法の確

立が必要である。 

 こうした視点の重要性を説く見解は，一部です

でに見られる。例えば，開発経済学の泰斗である

西川潤氏（早稲田大学名誉教授）は「個人の生活

の自律性確立に始まって自分の内なる可能性を引

き出す人間発展，そして，個々の人間発展を通じ

て社会発展を導く理論」（西川 2011：16 ページ）

が内発的発展の考え方であるとして「このような

人間・社会の発展こそが，脱成長，ポスト・グロー

バル化時代の共生社会を導く」（同 17 ページ）と

主張している。それは「まず，個人レベル，コミュ

ニティレベルの自己変革から始めることができ

る」（同 417 ページ）ものであり「『自分が変わる

ことによって世界が変わる』とは古来からのアジ

アの智恵」（同 417 ページ）に他ならないと評価し

ている。 

 ただ，同氏は残念ながら，個人の生活の自律性

確立あるいは自分の内なる可能性の引き出しをど

のようにして行うかについては，全く言及してい

ない。確かに，経済学研究者にそれを求めるのは

筋違いかもしれない。しかし，それが結論の核心

であるならば，社会や人間を対象とする研究者は

その先のあり方について何らかの研究（少なくと

も模索）をすることが求められるのではないか。 

 この点，ひとつの有力な考え方と具体的方法が

高橋佳子氏の一連の著作（高橋 2008, 2009, 2010, 

2011a, 2011b, 2011c）によって提示されている。

そこでは，まず現代に生きるわれわれには三つの

闇，すなわち唯物主義（目に見えるものしか信じ

ない），刹那主義（今さえ良ければそれでよい），

利己主義（自分さえ良ければそれでよい）が侵入

していると指摘される。その結果，われわれは一

見，現実的，効率的であり，独立心に満ちている，

と現代社会に生きる人間の姿を捉えている。しか

し，そのような状況は落ち着きがなく，心から満

たされた状態にはないと指摘，われわれはそのこ

とに気づくとともに自分の心の深奥に秘められた

人間の根源的なエネルギーを解放することが必要

であり，それによってはじめて自己の深化・成長

そして社会の発展がもたらされる，と主張してい

る。 

 そうしたことを成し遂げるプロセスが同氏の書

物において詳細に記述されている（ここではその

詳細を紹介する紙幅がない）が，その骨子をごく

大ざっぱに紹介すると次のようになる。すなわち
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（1）種々のことがらに対する自分の一般的な対応 

傾向（反応の回路）を知る，（2）その傾向から脱

却する道を努力によって習得する，（3）自分の心

の奥深くから出てくる本心あるいは微かな呼びか

け（英語では calling。それは召命，天職，人生の

仕事などの意味をも持つ。生き方を支える揺るぎ

ない中心軸）を聴く，（4）その声にしたがって行

動するようになればどのような状況に対しても人

間の持つ大きなエネルギーが汲み出される，（5）

その結果，心の平安と自信が得られ，前向きな気

持ちで輝いて生きてゆけるようになり，人間とし

ての深化・成長（試練に遭遇しても幸せと感じら

れる心境），そして社会の調和が生み出される，と

いう主張である。 

 それぞれの段階を個人がどう取り組んで行けば

よいのか。それが具体的かつ詳細に説かれている

のが高橋氏による提案の大きな特徴である。例え

ば，その出発点である人間の理解（上記（1）に関

する理解の枠組み）に関しては，人間がものごと

を受け止める感覚の基準として「快か，苦か」（肯

定的に捉えるか，否定的に捉えるか）という座標

軸を設ける一方，心のエネルギーの放出の仕方と

して「暴流か，衰退か」（激しい流出か，勢いの喪

失か）の区分を設定，この二つの座標軸を組み合

わせることによって人間は誰でも 4 種類のいずれ

かに区分できる，と分析している（図 4 を参照）（2）。 

 高橋氏の主張は，まず体系的であり，かつ論理

的にきわめて明快である。上記のような二つの異

質の要因を組み合わせて（4 区分によって）人間

行動の特徴を理解しようとするアイデアは独創的

であり，かつ論理的にも納得がゆく。また，ここ

では詳細に述べなかったが，上記それぞれのス

テップにおける実践方法が具体的に示されている

点も一つの大きな特徴になっている。さらに重要

なのは，同氏の説く生き方を実践し，所期の大き

な成果を挙げたことが同氏主催のセミナーなどに

おいて数多く報告され，それによってこの「理論」

の確かさが一段と高まっているようにみえること

である。こうした実践例は，企業経営者，医療関

係者，教育関係者，芸術家など多種多様な職業に

ある人々から，そして年齢，性別の如何を問わず，

いずれも驚きと喜びと自信をもって報告されてい

 

図 4 人間の 4 つのタイプ 
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（出所）高橋（2008：183 ページ，2009：101 ページ）。多少追加記載。 
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る。その結果「自分が変われば世界が変わる」「忙

しいけれども元気，平穏でありながら充実してい

る，問題と向かい合いながらも颯爽としている，

現実に応えながら夢への挑戦をしている」といっ

た生き方ができるようになった，というのが一致

した声となっている。この理論と実践には大きな

希望があると感じられる（3）。 

5．結語 

 経済学の論理は比較的強い。それは人間行動に

関して単純な前提を置いていることの帰結である

面が大きい。しかし，その前提は人間行動の一部

を捉えたものにすぎないことから近年，経済学の

有効性について様々な疑問が投げかけられるよう

になっている。 

 経済学は今後，人間行動に関する前提を見直す

（人間には利己心のほか利他心もあることを考慮

に入れる）とともに，それを踏まえた新しい枠組

みを構築することが求められている。さらに，経

済学は究極的には人間行動とその結果に関する研

究であるので，個人の深化・成長が社会問題の解

決に結びつくことを示す新しい視点も萌芽的にみ

られるようになっており，そうした未開拓の領域

に挑戦することが期待される。 

 

 
注 

 
 *  本稿は，慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究

科で行った講義「先端研究（グローバル・ガバナンス

とリージョナル・ストラテジィ）」の内容を基礎とし

つつ，その後の研究を加えて執筆したものである。講

義の機会を与えてくださった同研究科の奥田敦教授

と廣瀬陽子准教授に感謝したい。また第 4 章 2 節の執

筆に際しては，高橋佳子氏による一連の著作のほか，

同氏主催のセミナー内容から大きな示唆を得た。なお，

本稿の一部は筆者が 2012 年 1 月に行った明治学院大

学最終講義（岡部 2012）においても提示した。 

（1） 中沢（2011：85 ページ）は，東日本大震災による

原発事故の反省に立ち，今後の経済学は「交換と贈与」

という異質な原理の組み合わせを基礎として作られ

る必要性を説いている。これは本稿の主張と軌を一に

するものといえる。 

（2） A「快・暴流」は独りよがりの自信家，B「快・衰

退」は自己満足の幸福者，C「苦・暴流」は恨みの強

 
い被害者，D「苦・衰退」はあきらめに縛られた卑下

者，と特徴づけることができる。 

（3） 筆者も，ここで説かれていることをこれまで実践し

ようと努めてきた。その結果，大学教員の本来的な任

務である研究・教育面をはじめ日常生活面で大きな力

と安心感を得ることができた。学生等から寄せられる

声（岡部 2009c, 2011a）はそれを反映していると理解

している。また，欧米流の企業観の限界と新しい見方

の必要性に気づいた（岡部 2009d）のもその結果であ

る。 
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